
令和7年　労 働 災 害 発 生 状 況 （令和7年7月末現在） (休業4日以上の死傷者数）
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※ 数値は、労働者死傷病報告より集計したものであり、（　）内は死亡者で内数である。

※ 陸上貨物運送事業は「道路貨物運送業」、「陸上貨物取扱業」を合わせたものをいいます。

※ 新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部が改正されます

１ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進（安衛法）

・注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災

害防止対策の強化など）を定める

・個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報

告制度等を定める。

２ 職場のメンタルヘルス対策の推進（安衛法）

・労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。

３ 化学物質による健康障害防止対策等の推進（安衛法、作業環境測定法）

・ 危険性・有害性情報の通知義務違反の罰則

・ 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、

代替化学名等の通知を認める（成分名に限る）。

・ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士

等による適切な実施の担保を図る。

４ 機械等による労働災害の防止の促進等（安衛法）

・ 民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。

・ 登録機関や検査業者の不正への対処や欠格要件を強化する。

５ 高齢者の労働災害防止の促進（安衛法）

・高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とする。


